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第 3 節では歴史家のデビット・ミルン氏の著書『AMERICA'S RASPUTIN: Walt 
Rostow and the Vietnam War』を取り上げて、ロストウの前半生を眺める。 
 



































































































































































ピソードもある（藤岡, 2016, p107）。 
 
たしかに、ロストウの主張を裏付ける経済発展の事例は明確ではない。ロストウ自身











































































 本節では、主に、歴史家のデビット・ミルン氏が著した『AMERICA'S RASPUTIN: Walt 
Rostow and the Vietnam War』を取り上げ、ロストウの前半生を眺める。 
 



































務省政策企画本部が 1947年 5月 23日に公表し、マーシャル・プラン始動を導いたジョ
ージ・ケナンによる報告書『Policy with Respect to American Aid to Western 




ジュネーブでの 2 年間の経験の後、ロストウはアカデミックの世界に戻る。1949 年に
は妻のエルスペスとともにケンブリッジ大学に身を置き、1950 年にはキンドルバーガー
とマックス・ミリカンの推薦もあり MIT に招かれて経済学部教授に就任した。国際問題を





ンリーダーとしての地位も築いた。主著『The Process of Economic Growth（経済成
長の過程 ） 』 （ 1952 年 ） お よ び 『 The Stages of Economic Growth: A 
Non-Communist Manifesto（経済成長の諸段階）』、さらにはMIT国際問題研究セン
ターにおいてマックス・ミリカン、ローゼンシュタイン・ロダンらとともに発表した提言『A 












































































（松岡, 2001, p35）。 
 
ケネディ大統領は一般教書演説で成長へのコミットメントを示し、それまでの経済政



























































ルを見ると『The Process of Economic Growth』（1952 年）、『The Stages of 
Economic Growth』（1960年）、『Politics and the Stages of Growth』（1971年）
な ど 、 「 Economic Growth 」 の 語 が 使わ れ て い る 一 方 で 、 「 Economic 
Development」の語はない。離陸理論に賛否両論が沸き起こった1960年9月の国際
経済学会での発表も『THE ECONOMICS OF TAKE-OFF INTO SUSTAINED GROWTH』
（1960年）である。  
  












































































































































































































































英国 1783-1802 1819-1848 1850 1935 
フランス 1830-1860  1910 1950 
ベルギー 1833-1860    
米国*1 1843-1860 1868-1893 1900-1910 1920 
ドイツ 1850-1873  1910 1950 
スウェーデン 1868-1890 1890-1920 1930 1945 
日本*2 1878-1900 1900-1920 1940 1955 
ロシア 1890-1914 1928-1940 1950  
カナダ 1896-1914  1950 1925 
アルゼンチン*3 1935-    
トルコ*4 1937-    
インド 1952-    




米国：第 1は東部に限られた鉄道と製造工業の発達によって特徴づけられる 1840 年代の離陸、第






























 生産的投資率が NNPの 5％から 10％以上と定義したロストウの根拠は下記のとおり
である。 
 
➢ 経済的発展の初期段階における資本係数を 1/3.5 と仮定、人口増加率を年率 1～
1.5％と想定（当時の各国の歴史的推移をみても違和感のない仮定） 
➢ 一人当たり NNPを維持するために必要な投資率は 3.5～5.25％ 
➢ 一人当たり NNPを年率 2％増加させるために必要な投資率は 10.5～12.5％ 
➢ NNP の 10.5～12.25％が規則的に投資される段階への移行が明確化する水準と





GDP成長率 ＝ 資本係数×投資率 
 





 クズネッツによるスウェーデンに関する計算表によると、1871-1880 年に、NNP の
5.3％が純資本形成（NCF）に充てられている。ロストウはスウェーデンの先行条件期を












1861-1870 5.8 3.5 42** 
1871-1880 8.8 5.3 42** 
1881-1890 10.8 6.6 42** 
1891-1900 13.7 8.1 43.9 
1901-1910 18.0 11.6 40.0 
1911-1920 20.2 13.5 38.3 
1921-1930 19.0 11.4 45.2 












1870 15.0 7.1 56.2 
1900 13.1 4.0 72.5 
1920 16.6 10.6 41.3 
1929 23.0 12.1 53.3 

































































































第 5 節 ロストウの通商論、援助論 
 
本節では、MIT においてロストウがミリカンとともに取りまとめたアイゼンハワー政権
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（ロストウ, 1965, p181） と表現しているように、すべての国が 5つの成長段階を同様に歩むもので
はないと再三補足している。 
xvii 経済成長の過程（増補版）, 1960, p319 
xviii 経済成長の過程（増補版）, 1960, p17 
xix 経済成長の過程（増補版）, 1960, p105-110 
xx経済成長の過程（、増補版）, 1960, p25 
xxi しかしながら、国際機関である必要は必ずしもないと考えていた。 
